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はじめに 













いて、国家賠償法 1 条 1 項に基づく損害賠償請求が認められた際に、顧問教員らに「重大な




















師が適切な医療行為を尽くさなかった過失の使用者責任があるとして民事訴訟を提起した。   










る。顧問・副顧問は県の公務員であり、県は国家賠償法 1 条 1 項に基づく損害賠償責任を負
い、また市立病院の医師の過失について市は使用者として民法 715 条 1 項により、損害賠償
責任を負うとした。 
さらに、原告は、顧問・副顧問に重過失が認められるとして顧問教員らに対しても法的責
任を追及していたが、判決は「国賠法 1 条 1 項の公権力の行使に該当する公立学校における
教員の教育活動において、同人らの過失により損害を生じさせたものであるから、公権力の
主体である被告学校設置者が、国賠法 1 条 1 項に基づく損害賠償責任を負う」として、顧問
教員らに損害賠償責任はないとした(大分地判平成 25.3.21. 判時 2197 号 89 頁)。 
この地裁判決を受け、同年 4 月 3 日顧問・副顧問の個人の責任を問うため福岡高裁に控訴










を認めていた公証人法 6 条、旧戸籍法 4 条等の規定が国家賠償法の附則で排除されている
こと、公務員個人の責任を認めることによって公務員個人を萎縮させ、公務の適正円滑な執
行まで抑制させるおそれを回避し得るものとして相当」とし、公務員の個人責任を否定した。
さらに、最高裁への上告も 2015(平成 27)年 7 月 28 日に棄却されている。 
そこで、新たに原告は、2016(平成 28)年 2 月、求償権を行使しなかったことは違法であ
ることの確認を求める住民訴訟を提起した。判決は、顧問教員らに「重大な過失」があり、
























































































農地委員会解散命令違法確認・慰謝料請求事件(最判昭和 30.4.19 民集 9 巻 5 号 534 頁)
において、「公務員が職務執行について与えた損害については、国家賠償法 1 条 1 項により、
国・公共団体がその責任を負うこととしており、公務員個人に対して直接に賠償請求はでき
ない」とされ、最判昭和47.3.21(判時 666 号 50 頁)、最判昭和52.10.25(判タ 355 号 260 頁)、







































Mar.2018         住民訴訟による学校事故における教員の個人責任の追及と求償権の行使   
 





























係者については民法 709 条に基づき、学校設置者等については民法 715 条に基づき、それぞ
れ不法行為責任を負うことになる。私立学校と公立学校における場合とを区別する合理的な
理由は見当たらない。また、本件のような学校事故を繰り返し生じさせないように注意喚起
をし、教員による職務執行の適正性を確保することは、国家賠償法 1 条 2 項による求償権の
27











加害者である公務員が負うべき責任として、国家賠償法 1 条 1 項に基づいて賠償責任を
負担する国又は公共団体との内部的な関係における責任がある。すなわち、被害者に対して
賠償責任を負う国又は公共団体は、加害者である公務員に故意または重過失があった時、そ
の公務員に対して求償権を有する(国賠 1 条 2 項)ことになる。本件では、国家賠償法 1 条 1
項に基づく損害賠償請求が認められており、顧問教員らに「重大な過失」があることになれ





















































 本件住民訴訟提訴の根拠となったのは、地方自治法 242 条の 2 第 1 項 3 号であり、いわゆ
29
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る「3 号請求訴訟」は、公金の賦課・徴収あるいは財産の管理に係る不作為の違法確認訴訟
である。国家賠償法 1 条 2 項における求償権は債権であり、「地方公共団体が有する債権の
管理について定める地方自治法 240 条、地方自治法施行令 171 条から 171 条の 7 までの規
定によれば、客観的に存在する債権を理由もなく放置したり免除したりすることは許されず、
原則として、地方公共団体の長にその行使又は不行使についての裁量はない(最高裁平成












無の 4 点について判断している。 
 
2 重過失の有無 










































させ午前 11 時 55 分頃から、応急措置として保冷剤で冷やすとともに、大型扇風機を近付か
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